
基本施策 行政経営 

施策の内容 
（小施策） 

効率的な行政運営 
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地方分権の進展に伴い、自治体を取り巻く環境は大きく変化し、今ま
で以上に自己決定と自己責任による自律した行政経営が求められていま
す。

本市は、早くから行政改革に取り組み、経費の縮減、事業の見直し、
職員の削減などを進めてきました。平成 16 年には行政経営方針を策定
し、経営的な視点を取り入れ、業務の効率化、民間活力の活用、選択と
集中による施策や事業の効率的な推進などに努め、一定の成果をあげて
きました。その結果、全国的に国や地方の財政状況が悪化する中でも、
堅調な産業基盤にも支えられ、健全財政を維持し、第６次総合計画に掲
げられた市民生活の向上をめざし、各種施策を積極的に進めることがで
きました。

しかし、公共施設や福祉施策の充実などに伴い、今後は経常的経費の
増加が見込まれ、新規施策への投資余力が縮小傾向で進むことが予想さ
れます。また、学校施設をはじめとする公共施設、道路や公園などの都
市施設の老朽化に対応する必要があります。経常的経費の増加を抑制す
るためにも、さらなる経費の縮減や財源の確保を図り、市民や事業者な
どとともに必要なサービスを社会全体で担い、限られた経営資源を最大
限に活用し、効果的 ･ 効率的に行財政運営を進めていくことが求められ
ます。

また、生活圏域の広域化とともに、一つの市町では解決できないこと
も増えており、市民の生活に必要な機能を共同で処理し、相互に機能を
分担する必要性が高まっています。これまでも、ごみ処理、農業共済事
務、消防などの共同処理を行ってきましたが、今後も市民ニーズを踏ま
え、周辺市町との連携を推進していく必要があります。

現

状

と

課

題

め
ざ
す
姿
（
生
活
像
）・
目
標
指
標

用
語
解
説

■地方分権……国と地方公共団体が分担すべき役割を明確にし、国の権限や財源を地方に移譲する
とともに、地方に対する国の関与の縮減を図ること。

■実質公債費比率……市税などの毎年経常的に収入される財源に占める、償還に要する費用（特別
会計や企業会計などへの繰出金のうち、償還に要する費用に充てられるものも含む）の割合を
示す。25％を超えると、財政の立て直しの道筋を示した財政健全化計画の策定が必要になる。

■道州制……現行の都道府県をいくつかのブロックに分けて統合し、「道」や「州」の広域的な自治
体を設置しようとする構想のこと。

■定住自立圏構想……中心市の機能と周辺市町村の機能が、協定によって連携し、「定住」のため
の暮らしに必要な機能を総体として確保するとともに、地域の誇りや魅力あふれる地域の形成を
めざすもの。

5-4
行政経営

めざす姿　〜まちの状態〜 現状値
目標値

2015 年 2020 年

●健全な財政を維持し、効率的な行
政運営と質の高いサービスを維持
しています。

●事務事業の共同処理など、周辺市
町との連携が図られています。

実質公債費比率

2.1％ ７％以内 ７％以内

広域で共同又は連携している事業数

７件 10 件 12 件

めざす姿　〜市民の暮らし〜 現状値
目標値

2015 年 2020 年

●市政に関心を持ち、市の財政や行
政経営に目を配っています。

効率的な行政運営が行われていると
思う市民の割合

50.5％ 55％ 60％

刈谷市行政経営方針
2004 年４月 策   定

中期財政計画
2011 年～ 2015 年

関連計画
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施　

策　

の　

内　

容

共
存
・
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
考
え
方

事業の実施状況や計画の目標の達成度、予算の概要や決算状況などの情報を共有し、行政運営
への民間活力の活用も含め、多様な主体が公共的なサービスを担うことができる社会を構築してい
くことが大切です。また、周辺市町との連携の中で、圏域全体で生活に必要な機能を確保していく
視点も大切です。

▼
　
基
本
方
針
５
　
市
民
と
行
政
の
信
頼
と
協
働
で
築
く
ま
ち
づ
く
り
　
▼
　
行
政
経
営

市民の役割

市の行財政運営に関
心を持つとともに、
まちづくりに主体的
に参加するよう努め
ます。

団体・事業者などの役割

地域の困りごとなどを自分たちの力
で解決していくことのできる地域づ
くりに努めます。

行政の役割

限られた経営資源を適切に
配分し、行財政運営の効率
化を図ります。また、まち
づくりに対する市民の関心
を高める情報発信に努め、
市民力や地域力を発揮でき
る環境整備を図ります。

１) 効率的な行政運営	 2013 2016 2020

① 民間活力を積極的に活用し、効率的な行政運営を推進します。

② 地域団体や市民活動団体などが、新たな公共的なサービスの担い手とな
ることができるよう連携するとともに、活動を支援します。

③ 総合計画に掲げた目標の達成状況をわかりやすく公表するとともに、行
政評価委員会を設置し、行政運営の外部評価を実施します。

④ 変化に即応できる柔軟な思考と想像力を持った職員を育成するため、職
員研修の充実を図るとともに、職員数の適正化に努めます。

⑤ 新たな行政課題に柔軟に対応できる組織づくりを進めます。

２) 健全な財政運営 2013 2016 2020

① 中長期的な展望に立った財政計画を策定し、実施計画と予算編成との整
合を図り、適正な財政運営に努めます。

② 今後増加する公共施設の改修や改築などの財政負担に対応するため、目
的基金を設置し、健全財政の維持に努めます。

③
自主財源の根幹をなす市税の適正かつ公平な賦課徴収や収納率の向上に
努めるとともに、公平性の確保の観点から使用料や手数料などについて
受益者負担の適正化を図ります。

④ 事務事業の見直しや廃止を含め、経常的経費の縮減や財源の重点的な配
分を通じて、財政運営の効率化を図ります。

⑤ 企業会計の手法により財務諸表を作成し、わかりやすく公表するととも
に、財政運営に活用します。

３) 広域行政・広域連携の推進	 2013 2016 2020

① 地方分権の推進、道州制など国の動向を注視し、広域行政、広域連携の
あり方について調査研究します。

② 定住自立圏構想の中心市として周辺市町との連携を進め、圏域全体の利
便性の向上や魅力の創出を図ります。

③ 国道や県道、河川の整備などの広域的な課題に対しては、近隣市町との
連携、協調を図り、国や県に事業の推進を要望します。

自　　助 互　　助 公　　助

総
　
論

基
本
構
想

基
本
計
画
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参
考
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①

②

③

④

⑤

18 /33 19 /33

32 /33 32 /33

施設 ％

施設 ％

115,341 58,478 182,234 50,000 50,000

備　　考 出典：愛知県調査指定管理者制度の運用状況（平成26年4月1日現在）　参考：愛知県内の市町村平均：20.5％

比較項目 指定管理者として「自治会・町内会」「ＮＰＯ法人」「社会福祉法人」に指定している割合 単位

安城市 西尾市 知立市 高浜市

58／270 21.5 17／160 10.6 42／241 17.4 23／538 4.3 6／162 3.7

60.0

行政評価により事業目的を常に意識するようになった職員の割合 % － － 45.6 － 90.0

52.6 － 90.0

90

職員提案の採用（要件等含む）率 % 26 29 31 32

－ －

55.0

平　均 3.09 3.15

%

成果
指標

効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 %

業務改善制度における削減効果額（単年度集計） 千円

行政評価により成果指標を意識するようになった職員の割合 %

施策評価により総合計画を意識するようになった職員の割合 %

平　均 3.69 3.71
市　政　に
対　す　る
市民の評価

満足度・重要度評価項目 区分 22年度 24年度

33
効率的・効果的な行政
運営

重
要
度

ポイント

順　位

順　位

満
足
度

ポイント 2.83 2.88

めざす姿
(生活像)

まちの
状態

健全な財政を維持し、効率的な行政運営と質の高いサービ
スを維持しています。

事務事業の共同処理など、周辺市町との連携が図られてい
ます。

市民の
暮らし

市政に関心を持ち、市の財政や行政経営に目を配っていま
す。

3.71 3.68

平成26年度　刈谷市小施策評価シート

基本施策 54 行政経営

施策の内容
(小施策)

541 効率的な行政運営

小施策の
項目

民間活力を積極的に活用し、効率的な行政運営を推進します。

地域団体や市民活動団体などが、新たな公共的なサービスの担い手となることができるよう連
携するとともに、活動を支援します。

総合計画に掲げた目標の達成状況をわかりやすく公表するとともに、行政評価委員会を設置
し、行政運営の外部評価を実施します。

変化に即応できる柔軟な思考と想像力を持った職員を育成するため、職員研修の充実を図ると
ともに、職員数の適正化に努めます。

新たな行政課題に柔軟に対応できる組織づくりを進めます。

企画財政部長
小施策
責任者

とりまとめ課 企画政策課

関係課
財務課
人事課
市民課

実績値 目標値

23年度 24年度 25年度 26年度 32年度

14(28年度)

92(28年度)

35

5 6 12 12

50.5(22年度) 54.9 －

目標指標の
達成状況

指標名称 単位

活動
指標

就職説明会等開催回数 回

市役所でパスポート発給申請を行う市民の割合 － － －

27／104 26.0

高浜市

29／58 50.0 12／17 70.6 17／42 40.5 6／23 26.1 3／6 50.0 17／27 63.0

安城市 西尾市 知立市刈谷市 碧南市

備　　考 出典：愛知県調査指定管理者制度の運用状況（平成26年4月1日現在）　参考：愛知県内の市町村平均：44.6％

比較項目 行政評価の取組状況について（西三河６市・類似団体Ⅲ－０） 単位 自治体数

○行政評価の成果について【住民の理解が深まった：３／１５】【成果の観点で施策や事業が検討された：１２／１５】

○行政評価導入自治体【西三河６市：６／６】【類似団体：９／１０】

○外部評価導入自治体【西三河６市：３／６】【類似団体：４／９】

　　　　　　　　　　　　【職員の意識改革に寄与した：６／１５】

備　　考 その他比較項目については別添資料参照　出典：総務省　地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査（平成25年10月1日現在）

比較項目 人材育成基本方針策定状況 単位 年

　　　　　　　　　　　　【外部意見の活用：７／１５】【行政評価事務の効率化：１０／１５】 　９団体を足したもの

○行政評価の課題について【評価指標の設定：１４／１５】【予算編成等への活用：１３／１５】 ※１５団体は、西三河６市と類似団体(Ⅲ－０)の

碧南市 安城市 知立市 高浜市 西尾市

平成13年度 初版策定
平成25年度 改定

平成25年度 初版策定 平成21年度 初版策定 平成22年度 初版策定 平成19年度 初版策定
平成18年度 初版策定
平成25年度 改定

66.1 61.0 63.8 70.0 59.0 59.3

11.65 9.73 15.09 7.12 19.78 16.9

備　　考 ―

比較項目 県から市への権限移譲状況（西三河６市） 単位 ％

比較項目 公の施設のうち指定管理者を導入している割合 単位

刈谷市 碧南市

刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

備　　考 ―

比較項目 外部機関派遣研修受講者割合 単位 ％

刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

刈谷市

－ － 38.6 － 90.0

備　　考 その他個別の権限移譲状況については別紙参照　出典：愛知県　市長村別権限移譲一覧表（平成26年度）

他市町村
との

比較検証

Ａ Ｂ

ＤＣ

1

2 3

4

5

6

7

8

9

10

11

12
13

14

15

16

17

18

19

20

21

2223

24

25

2627

28

29

30

31

32

33

3.10

3.30

3.50

3.70

3.90

4.10

4.30

2.60 2.80 3.00 3.20 3.40 3.60 3.80 4.00 4.20

重要度平均

3.71

満足度平均

3.15

重
要
度

満足度

33 
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平成26年度　刈谷市小施策評価シート

●小施策を構成する事務事業

必
要
性

効
率
性

妥
当
性

貢
献
度

1 P112
高
い

普
通

普
通

普
通

2 P114
高
い

高
い

高
い

高
い

3 P116
高
い

高
い

高
い

高
い

4 P118
高
い

普
通

高
い

高
い

5 P120
高
い

普
通

高
い

普
通

6 P122
普
通

普
通

高
い

高
い

7 P124
普
通

普
通

高
い

高
い

8 P126
高
い

普
通

高
い

高
い

9 P128
高
い

高
い

普
通

高
い

10 P130
高
い

高
い

高
い

普
通

17 ― ― ― ―

Ⅴ Ⅱ Ⅰ

Ⅵ Ⅲ

《注意事項》 Ⅶ Ⅳ

　「小施策を構成する事務事業」「成果」「現状分析と課題」「今後の方向性」 Ⅷ

に掲載されている①～⑤は、前ページ上部の「小施策の項目①～⑤」に対応 Ⅸ

Ⅹ

無 縮小 維持 拡充

予算対応の考え方

成果

構成事務事業数 27
投入コスト

合　計
296,307 349,047 459,916

方
向
性

《予算対応の考え方》

拡　充

現状維持

改善・効率化

縮　小

終期設定

休止・廃止

その他の事務事業 (事業数) 239,446 261,172 370,654 ― ― ―

市民課

－ 10,701 － 完了 ― 市民課

－ 13,463 16,629 現状維持 Ⅲ

人事課

4,526 2,565 － 改善・効率化 Ⅶ 企画政策課

1,870 1,573 2,078 現状維持 Ⅲ

人事課

1,244 1,311 3,382 現状維持 Ⅲ 人事課

4,444 4,880 7,691 現状維持 Ⅲ

人事課

－ 4,380 7,208 現状維持 Ⅲ 人事課

7,730 8,248 11,243 現状維持 Ⅲ

32,049 35,390 35,951 改善・効率化 Ⅳ 財務課

4,998 5,364 5,080 改善・効率化 Ⅳ 企画政策課

事業
№

事務事業名

投入コスト（単位：千円） 事務事業評価（25年度決算）
予算対応
の考え方

担当課24年度
（決算）

25年度
（決算）

26年度
（当初）

方
向
性

④外部機関派遣研修事業

④先進地等調査研修事業

④教養研修事業

⑤行政経営推進事業
（平成26年度より他事業へ編入）

今後の
方向性

指定管理者制度等を推進する中で、それぞれの施設や業務に対する自治体の果たす責任と役割を明確にする必要がある。また、モニタリ
ングや評価手法を確立し、直営よりも高い管理水準、サービス水準であることを確認できる仕組みづくりを行う。

①
②

現在の行政評価制度を点検し、常に見直しを行う姿勢を維持していくとともに、庁内の組織及び職員個人に対して、行政評価の制度の目
的と必要性を説明し、職員一人ひとりが常に意識して業務に携わる職場風土の醸成に努める。また、行政評価に関する本市の取組状況を
できる限りにわかりやすく市民に説明し、その取組みを知ってもらう、関心を持ってもらう方策を検討していく。

③

現行の勤務評定制度を新たな人事評価制度に改めることにより、人事評価を職員の人材育成に結び付けるようにする。
民間企業や国等の採用選考の時期を考慮した採用スケジュールの見直しをする。
大学訪問の回数を増やしたり、業種研究会に積極的に参加することにより、公務員試験に対する認知度を高め、さらにインターンシップ
を活用することにより優秀な人材の確保に努める。
研修についても人材育成基本方針に沿った研修体系とし、かつ、外部機関へ派遣する研修の人数を増やす。

⑤

④

現状分析
と課題

指定管理者導入率は21.5％で、高浜市に次ぐ高水準。また、そのうち自治会等新たな公共サービスの担い手の割合は50％で、これも碧
南市、高浜市に次ぐ高水準。一方、制度導入により、職員の現場スキル低下、これによる地域の課題や問題点の発見、住民ニーズ把握の
機会の喪失、ひいては施策の推進に影響を及ぼすことが懸念される。（平成20年4月（財）地方自治総合研究所の聞き取り調査結果「指
定管理者制度の現状と課題」にも掲載あり。）また、指定管理者の評価手法の確立などを課題として捉えている。

①
②

行政評価により、事業の目的を意識45.6％、成果指標を意識52.6％、総合計画を意識38.6％であり、職員の意識向上が図られてきた
（近隣・類似市でも同様の傾向）。しかし一方で、指標「効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合」への影響度、さらには、
質の高い行政サービスの提供を意識した改善・改革につながっているのかが不明で、単なる継続目的による行政評価の形骸化が危惧され
る。このことから評価指標の設定、予算編成等への活用を課題として捉えている（近隣・類似市でも前者14/15市、後者13/15市が同
様の傾向）。

新たな基本方針に沿った人事評価制度となっていないため、現行の勤務評定制度では評定が人材の育成に結びつきにくい。
職員採用において、職種によって、応募者数が少ない職種もあり、退職補充ができない職種もあった。
研修についても、新たな人材育成基本方針に沿った研修体系とする必要があるため、派遣先や研修内容の選択について、再度精査する必
要がある。また、受講者割合についても高めていく必要がある。

職員提案採用率は年々上昇し、業務改善による削減効果額も直近3年平均で1億円超え。日頃から提案や改善を意識する風土だけでな
く、その質も向上してきた。また、県からの権限移譲状況は66.1％で、西尾市に次いで高い水準。このように新たな行政課題に柔軟に
対応できる組織づくりについて、多様な側面から推進してきた。しかし一方で、地方分権の推進や市民ニーズの多様化による新たな行政
課題が数多く多岐に渡って生じ、この対応として、プロジェクトチームによる部課横断的な検討や対応を展開するが、うまく機能しない
場合が見受けられることがある。

⑤

④

③

地方分権改革有識者会議が示す地方分権改革の新たな使命として「個性を活かし自立した地方をつくる」、目指す姿として「行政の質と
効率を上げる」「まちの特色と独自性を活かす」「地域ぐるみで協働する」が掲げられており、今後新たなステージへ移行していくと考
えられる地方分権に対応する組織機構改革が必要であると考えている。

⑤一般旅券発給等事業

⑤一般旅券収入印紙購入基金積立事業

①
②

指定管理者制度の導入や定型的、専門的業務などの外部委託を推進し、民間の活力を導入することにより、市民サービスの向上を図って
きた。また、指定管理者には専門性の高いＮＰＯ法人や地元で組織する市民館運営委員会を指定することにより、新たな公共サービスの
担い手を発掘してきた。

23年度に行政評価委員会を設置し、以後毎年度公開ヒアリング形式で外部評価を実施。行政評価は近隣・類似市のほぼすべてで導入済
だが、外部評価はその半数程度であり、先進的な取組みを行った。25年度には施策評価を実施し、総合計画の目標達成状況も含め、そ
の会議資料や委員会の様子、評価結果などの情報を広く分かりやすく公表。事務事業に対する透明性、アカウンタビリティが向上。

③

組織力の向上などを基本的視点に取り入れた新たな人材育成基本方針（刈谷市職員宣言）を策定した。
合同企業説明会にブース出展することにより、採用に関する情報の周知に努め、人材を確保することができた。
職員を各研修機関等に派遣することや各種研修を実施することにより、職員の能力開発の促進や資質の向上を図ることができた。

④

新たな行政課題に柔軟に対応できる組織づくりを目指し、職員提案制度、業務改善制度を導入している。25年度は148件の職員提案、
94件の業務改善があり、年々増加傾向にある（事務事業評価シート：行政経営推進事業より）ことから、日頃から提案や改善を意識す
る風土が形成されてきたことが分かる。また、危機管理局や長寿保険部の新設といった組織機構改正や、県から権限移譲を受け、一般旅
券発給事務を実施するなど、社会情勢等の変化に対して、スピード感を持って柔軟に対応してきた。

⑤

（

頁
数
）

①自動車管理事業

③行政評価推進事業

④職員採用事業

④人材育成基本方針等策定事業
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■指定管理者制度導入施設一覧

施　　設　　名 指定管理者 所管課

刈谷市民ボランティア活動センター 特定非営利活動法人愛知ネット 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 市民協働課

刈谷市青山斎園 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 市民課

刈谷市心身障害者福祉センター
(しげはら園、くすのき園、すぎな作業所、心身障害者福祉会館)

福祉総務課、子育て支援
課

刈谷市高齢者福祉センター
（老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰひまわり、養護老人ﾎｰﾑ、高齢者交流ﾌﾟﾗｻﾞ)

長寿課

刈谷市一ツ木福祉センター
(一ツ木児童館、いきいきﾌﾟﾗｻﾞ)

長寿課、子育て支援課

刈谷市南部福祉センター
(老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰたんぽぽ、身体障害者ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰたんぽぽ)

福祉総務課、長寿課

刈谷市障害者支援センター 医療法人成精会 平成24年4月1日 ～ 平成34年3月31日 福祉総務課

刈谷市つくし作業所 社会福祉法人觀寿々会 平成26年4月1日 ～ 平成36年3月31日 福祉総務課

刈谷市生きがいセンター 公益社団法人刈谷市ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 長寿課

老人デイサービスセンターなのはな
（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰなのはな、なのはな児童館）

市川商事株式会社 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 長寿課、子育て支援課

刈谷市交通児童遊園 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 子育て支援課

おがきえ保育園 株式会社トットメイト 平成17年4月1日 ～ 平成27年3月31日 子ども課

あおば保育園 株式会社トットメイト 平成21年4月1日 ～ 平成31年3月31日 子ども課

刈谷市産業振興センター 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 商工課

御幸・寺横・神田・刈谷駅南口広場駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

相生駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

刈谷駅北口広場駐車場 刈谷市都市施設管理協会 平成23年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

桜駐車場 刈谷駅周辺まちづくり会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 土木管理課

市内２１市民館 各２１市民館運営委員会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 生涯学習課

洲原公園レクリエーション施設
（洲原ﾃﾆｽｺｰﾄ、洲原ﾃﾞｲｷｬﾝﾌﾟ施設、洲原温水ﾌﾟｰﾙ、洲原ﾛｯｼﾞ）

株式会社愛知スイミング 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 公園緑地課

フローラルガーデンよさみ
（ﾌﾛｰﾗﾙﾌﾟﾗｻﾞ、依佐美送信所記念館）

コニックス株式会社 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 公園緑地課

岩ケ池公園 刈谷ハイウェイオアシス株式会社 平成25年4月1日 ～ 平成30年3月31日 公園緑地課

刈谷市民休暇村 西洋フード･コンパスグループ株式会社 平成23年4月1日 ～ 平成28年3月31日 生涯学習課

北部生涯学習センター 刈谷市都市施設管理協会 平成25年4月1日 ～ 平成30年3月31日 生涯学習課

刈谷市総合文化センター
（刈谷市民ﾎｰﾙ、中央生涯学習ｾﾝﾀｰ、刈谷市総合文化ｾﾝﾀｰ駐車場）

KCSN共同事業体 平成21年4月1日 ～ 平成27年3月31日 生涯学習課、文化振興課

刈谷市郷土資料館 刈谷市都市施設管理協会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日 文化振興課

刈谷市体育館、刈谷球場、小垣江・井ケ谷・港町グラウンド 刈谷市都市施設管理協会 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 スポーツ課

ウィングアリーナ刈谷、ウェーブスタジアム刈谷、グリーングラウンド刈谷 ｺﾅﾐｽﾎﾟｰﾂ&ﾗｲﾌ・ｴﾘｱﾜﾝ・ｻﾝｴｲ共同事業体 平成24年4月1日 ～ 平成29年3月31日 スポーツ課

■民間委託導入の経過

施　　設　　名 業務内容 導入年度

双葉保育園 給食調理業務 平成11年度

富士松北保育園 給食調理業務 平成12年度

東刈谷保育園 給食調理業務 平成14年度

かりがね保育園 給食調理業務 平成15年度

富士松南保育園 給食調理業務 平成17年度

第２学校給食センター 給食調理業務 平成21年度

日高保育園 給食調理業務 平成22年度

水道課（本庁舎内） 料金収納業務 平成24年度

北部子育て支援センター 運営業務 平成24年度

南部子育て支援センター 運営業務 平成24年度

さくら保育園 給食調理業務 平成25年度

(株)魚国総本社

平成２６年４月１日現在

指定期間

社会福祉法人刈谷市社会福祉協議会 平成22年4月1日 ～ 平成27年3月31日

　　　　　　　　　　　・・・新たな公共サービスの担い手や専門性の高い団体等

受　　託　　者

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

特定非営利活動法人子育て子育ちＮＰＯスコップ

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

(株)魚国総本社

(株)名給

(株)魚国総本社

(株)ジェネッツ中部支店

特定非営利活動法人子育て子育ちＮＰＯスコップ
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単位 刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市 県内全市町村

① 施設 270 160 241 538 162 104 12,861

② 施設 58 17 42 23 6 27 2,635

③ ％ 21.5 10.6 17.4 4.3 3.7 26.0 20.5

④ 施設 5 12 17 5 1 5 302

⑤ 施設 23 0 0 1 1 0 783

⑥ 施設 1 0 0 0 1 12 91

⑦ ％ 50.0 70.6 40.5 26.1 50.0 63.0 44.6

■市職員採用試験の推移

■市職員採用試験の応募状況等
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

20 34 21 25 20

241 360 450 314 318

12.1 10.6 21.4 12.6 15.9

24 40 28 30 22

5 5 7 2 2

14 4 12 23 10

2.8 0.8 1.7 11.5 5.0

3 2 3 3 1

5 5 7 2

8 7 15 5

1.6 1.4 2.1 2.5

0 1 4 1

22 25 24 40 35

68 64 52 64 55

3.1 2.6 2.2 1.6 1.6

19 28 25 28 24

■職員提案制度及び業務改善制度の成果

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

件 188 175 169 192 140 148

％ 38 26 23 26 29 31

件 43 40 61 66 73 94

千円 24,180 32,000 254,328 125,341 68,796 182,234

合格者数

応募人数

応募者数

項　　　　　　目

②のうち　ＮＰＯ団体

社会福祉法人・自治会・町内会・ＮＰＯ法人の割合

倍　　率

合格者数

新たな公共サービスの担い手の状況について

指定管理の導入状況について

公の施設数

指定管理者導入施設数

指定管理者導入率

②のうち　社会福祉法人

②のうち　自治会・町内会

■指定管理者制度の運用状況（西三河６市）　平成26年4月1日現在

項　　　　　　目

【職員提案制度】
　改善提案：他が所掌する業務に関する提案
　夢提案　：新たに取り組む施策や事業の提案
　課題提案：設定されたテーマに対する提案

・１０月採用を実施

現在の状況 平成24年実施 平成23年実施 平成19年実施 平成18年実施

Ａ日程：１０月・４月採用
　　　【自己ＰＲ試験】
Ｂ日程：４月採用
　　　【教養試験】
その他：高卒

・すべての試験で受付面
　接試験を実施
・高卒を対象とした技術
　職の試験を実施

倍　　率

合格者数

応募人数

職員提案件数

提案件数のうち採用された件数（要検討も含む）

【業務改善制度】
　自らの職場において実施した改善実績の報告

業務改善報告件数

効果額（経費削減、収入増加、時間短縮）

・教養試験の代わりに、
　より人物を重視した自
　己ＰＲ試験を行うＡ日
　程を新設

・民間経験者採用試験を
　実施

　　　　　　　　　　　・・・土木技術職と建築技術職を合わせた募集人員

倍　　率

区　　　　分

一般事務職

土木技術職

建築技術職

保育士・幼稚園教諭

合格者数

応募人数

応募者数

応募人数

応募者数

倍　　率

応募者数
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■行政評価の取組状況等について

刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

実施済 実施済 実施済 実施済 実施済 実施済

平成15年度 平成15年度 平成19年度 平成15年度 平成15年度 平成23年度

行政運営の効率化 ○ ○ ○

行政活動の成果向上 ○ ○ ○

予算圧縮・財政再建 ○ ○

企画立案過程の改善 ○

ＰＤＣＡサイクルの確立 ○ ○ ○

顧客志向への転換

住民サービスの向上 ○

アカウンタビリティ ○ ○ ○ ○

職員の意識改革 ○ ○ ○ ○

・自治基本条例
・要綱、要領
・総合計画
・市長ﾏﾆﾌｪｽﾄ

・市長意向 ・要綱、要領
・総合計画

・導入計画 ・要綱、要領 ・要綱、要領

・内部評価
・外部評価

・内部評価 ・内部評価
・外部評価

・内部評価 ・内部評価
・外部評価

・内部評価
・外部評価

実施済 実施していない 実施していない 実施していない 実施済 実施済

行政運営の効率化 ○ ― ― ―

行政活動の成果向上 ○ ― ― ― ○

予算圧縮・財政再建 ― ― ―

企画立案過程の改善 ○ ― ― ―

ＰＤＣＡサイクルの確立 ○ ― ― ― ○ ○

顧客志向への転換 ― ― ―

住民サービスの向上 ○ ― ― ―

アカウンタビリティ ○ ― ― ― ○ ○

職員の意識改革 ○ ― ― ― ○ ○

・学識者
・経済人
・弁護士
・税理士

― ― ―

・学識者
・住民

・学識者
・会計士
・元市職員

・内部評価対象
のうち一部(20) ― ― ―

・内部評価対象
のうち一部(30)

・内部評価対象
全て

・重点施策に位
置付ている中か
ら評価者が選定 ― ― ―

・評価者が選定

－

住民等が傍聴可能 ○ ― ― ― ○ ○

インターネット中継 ○ ― ― ―

・総合計画の進
行管理
・平成25年度に
行政評価委員会
において実施(8
施策)

― ― ―

・行政評価制度
を再構築中(平成
27年度から実施
予定)

・総合計画の進
行管理
・行政評価委員
会とは別に総合
計画推進会議、
高浜市の未来を
創る市民会議に
て実施

全て公表している ― ― ― ― 全て公表している

全て公表している ○ ○ ○

一部公表している ○ ○

公表していない ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

・実施していない ・実施していない
・３年間実施
(H23～25)

・実施していない ・実施していない
・２年間実施
(H22～23)

― ―
・H26から行政評
価へ回帰予定

― ―
・H24から行政評
価へ移行

類似団体「Ⅲ－０」

　Ⅲ･･･人口１０万人～１５万人

　０･･･産業構造（産業別就業人口）　２次・３次産業９５％未満　３次産業５５％未満

施策を対象とした外部評価について

外部有識者によ
る評価について

外部評価の導入状況

外部有識者の構成

外部評価の対象事業

外部評価対象事業の選定方法

外部評価を
導入したね
らい

外部評価の
公開状況

行政評価につい
て

行政評価の導入状況

行政評価の開始年度

行政評価を実施している根拠

行政評価の実施体制

行政評価を
実施するね
らい

行政評価事務の効率化（評価に係る事務負担の軽減）

議会で評価結果が取り上げられるようになった

結果の公表につ
いて

施策評価結果

事務事業評
価結果

行政評価の成果
について

住民の関心や理解が深まった

成果の観点で施策や事業が検討された

事務事業の廃止予算の削減につながった

事業体系の再検討につながった

個別の事務事業の有効性が向上した

個別の事務事業の効率性が向上した

予算配分を大きく変更できた

人員配置を大きく変更できた

職員の企画立案能力が向上した

職員の意識改革に寄与した

（西三河６市）

出典：総務省　地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査（平成25年10月1日現在）

類似団体：国勢調査をもとにした人口と産業構造（産業別就業人口の比率）によって、市町村を分類したものです。

事業仕分けにつ
いて

事業仕分けの実施状況

事業仕分けを廃止した理由

行政評価の課題
について

評価指標の設定

評価情報の住民への説明責任

予算編成等への活用

定数査定・管理への活用

議会審議における活用

外部意見の活用

長期的な方針・計画との連携

職員の意識改革
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岩手県一関市 岩手県奥州市 茨城県古河市 茨城県筑西市 長野県飯田市 静岡県富士宮市 静岡県島田市 静岡県掛川市 滋賀県長浜市 滋賀県東近江市

実施済 実施済 実施済 実施済 実施済 実施済
試行中

(導入年度未定)
実施済 実施済 実施済

平成19年度 平成19年度 平成21年度 平成19年度 平成15年度 平成18年度 － 平成19年度 平成19年度 平成19年度

○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ － ○

○ － ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

○ － ○ ○

○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

・要綱、要領 ・要綱、要領 ・条例 ・要綱、要領 ・条例
・要綱、要領

・決裁

－

・要綱、要領 ・基本構想 ・行政改革推進
本部で決定

・内部評価
・外部評価

・内部評価
・外部評価

・内部評価
・外部評価

・内部評価 ・内部評価
・外部評価

・内部評価
－

・内部評価 ・内部評価 ・内部評価

実施済 実施済 実施済 実施していない 実施済 実施していない － 実施していない 実施していない 実施していない

○ ― ― － ― ― ―

○ ○ ― ○ ― － ― ― ―

○ ― ― － ― ― ―

― ― － ― ― ―

― ○ ― － ― ― ―

― ― － ― ― ―

○ ― ○ ― － ― ― ―

○ ○ ― ○ ― － ― ― ―

○ ― ○ ― － ― ― ―

・行財正改革推
進協議会

・学識者
・経済人
・住民
・ＮＰＯ等団体
職員

・住民

―

・議員
・住民

― － ― ― ―

・内部評価対象
のうち一部(2)

・内部評価対象
全て

・内部評価対象
のうち一部(25) ―

・内部評価対象
のうち一部(80) ― － ― ― ―

・特に基準はな
い

未記入

・3年で100事業
・過去2年で実施
していない事業
から選定

―

・評価者が選定

― － ― ― ―

○ ― ― － ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

全て公表している 公表していない 全て公表している 全て公表している －
公表していたが
非公表にした

全て公表している

○ ○ － ○

○ ○ －

○(公表予定) －

○ －

○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

○ ○ ○ － ○ ○

○ ○ ○ － ○

○ －

－

－ ○

○ － ○

○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○

○ ○ － ○

○ －

○ ○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ － ○ ○

○ ○ ○ － ○

○ ○ ○ ○ － ○ ○

・実施していない ・実施していない ・実施していない ・実施していない ・実施していない ・実施していない ・実施していない ・実施していない
・4年間実施
(H19～22)

・実施していない

－ － － － － － － －
・対象事業をほ
ぼ仕分けたため

－

類似団体（Ⅲ－０）

出典：総務省　地方公共団体における行政評価の取組状況等に関する調査（平成25年10月1日現在）

類似団体：国勢調査をもとにした人口と産業構造（産業別就業人口の比率）によって、市町村を分類したものです。
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知っている
92%

知らない
8%

Ｑ１. 事務事業評価制度を知っているか。（Ｎ＝４４８）

175

208

96

23

0 50 100 150 200 250

事業を詳しく理解・把握することにつな

がる。

事業が「何を目的」に「誰のため」に実

施されているかを再認識した。

人件費を含めたコストを把握できた。

「やらされ感」がある。

Ｑ２．事務事業評価シート作成の効果にはどのようなも

のがあるか。（Ｎ＝３１５）

205

103

77

168

11

0 50 100 150 200 250

事業概要書としての活用

事務の引継資料としての活用

各種個別計画の進行管理に関する調

査としての活用

事業の方向性や手法の見直しを検討

する際の資料

活用できる要素はない。

Ｑ３．事務事業評価シートの活用に有効な方法は？

（Ｎ＝３３０）

知らない８％は企業会計、事務事業
の少ない部署、新規採用などである
ので、概ね全職員に浸透していると
読み取れる。

・事業の理解、把握、目的の再認識＝原点回帰に効果的である。
・人件費を含めたコストについては課題がある。
・「やらされ感」を感じている職員が少ない。
⇒職員は制度の効果を感じている。 ・事業概要書、方向性や手法の見直しに有効と感じている。

・活用できる要素がないと感じる職員は少なく、有効的なツールである。

アンケート概要

 対象職員数 ５９５名（課長級以下）
 有効回答数 ４４８名（回答率７５．３％）
 実施期間 平成２６年１月６日～１０日

職員アンケート

知っている
71%

知らなかっ

た
29%

Ｑ４. 施策評価が実施されたことを知っているか。

（Ｎ＝４４８）

100

117

58

91

24

0 20 40 60 80 100 120 140

あらためて、総合計画を意識する

きっかけとなった。

施策全体の課題と今後の方向性を

把握することができた。

施策に関係する部署を把握すること

ができた。

総合計画と事務事業の関係が整理

された。

特に効果は感じられない。

Ｑ５. 施策評価を行ってどのような効果があったか。

（Ｎ＝２５９）

知っている
85%

知らな

かった
15%

Ｑ６． 行政評価委員会による外部評価が実施されてい

ることを知っている。（Ｎ＝４４８）

150

173

69

92

34

37

47

0 50 100 150 200

事業の目的を常に意識するようになった

成果指標を意識するようになった。

人件費を含めたコストに対する意識が高くなった。

事業の手法・手段を見直すようになった。

事業の終期を意識するようになった。

他市の状況に対する意識が高まった。

特に変化はない。

Ｑ７. 行政評価委員会や事務事業評価を経てどのような変化があったか。

（Ｎ＝３２９）

知らなかった職員のうち７２％は主事級職員
評価者が係長級以上の職員であることが影響
⇒若手職員への啓発が課題

知らなかった職員のうち８６％は主事級職員
⇒若手職員への啓発が課題

実感を高め
ていく必要
がある。

９割の職員
は効果を実
感している。

・事業の目的、成果指標への意識が高まっている。
・コスト意識、終期設定、他市の状況把握については、課題がある。
・多くの職員が変化を実感している。
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刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

移譲済事業数 39 36 37 42 36 35

移譲可能事務数 59 59 58 60 61 59

移譲率 66.1% 61.0% 63.8% 70.0% 59.0% 59.3%

権限移譲実施計画（平成25～27年度） 刈谷市 碧南市 安城市 西尾市 知立市 高浜市

一般旅券の発給申請の受理、交付等 ○ ▲ ○ ○ ▲ ▲

煙火消費許可、立入検査等 H27衣東 H27衣東 H27衣東 H27 H27衣東 H27衣東

液化石油ガス設備工事の届出の受理等 H27衣東 H27衣東 H27衣東 H27 H27衣東 H27衣東

商工会等が作成する基盤施設計画の認定
等

○

土地改良区役員の就退任等の届出の受
理・公告

○ ○ ○ ○ ○

違反屋外広告物（はり札等、広告旗、立
看板等）の簡易除去等

○ ○ ○ ○

違反広告物の表示・設置の停止・除却等
の命令等

H27

個人または土地区画整理組合が施行する
５ｈａ未満の土地区画整理事業の認可等

○ ○ ○

租税特別措置法に係る優良宅地の認定等 ○ ○ ○

宅地造成に関する工事の許可等 ▲ ▲ ▲ H27 ▲ ▲

開発行為の許可等 ○ ○ ○

雨水浸透阻害行為の許可等 ▲ ▲ ▲ ▲

宅地造成工事規制区域の指定等 H27

市町村立専修学校、各種学校に係る設置
廃止認可等

H27

権限移譲実施計画に基づく移譲済件数
（平成２６年度現在）

6/13 2/11 5/13 7/13 1/11 1/11

権限移譲実施計画に基づく移譲済件数
（平成２７年度予定）

8/13 4/11 7/13 13/13 3/11 3/11

「○」･･･移譲済

「▲」･･･移譲対象市ではないもの

「H27」･･･移譲予定年度

衣東･･･衣浦東部広域連合

■県から市への権限移譲状況（西三河６市）　平成26年度現在

-111-



（台） 189 183 180 180 180
指標
成果 共用車両利用率（昼間8:30～17:15）（％） 67.6 63.6 67.0 70 70
指標

1台あたりの職員数（人／台）
他市との 　刈谷市：6.54　碧南市：3.33　安城市：2.86　知立市：3.86　高浜市：4.22
比較検証 ※ごみ収集車両や消防団車両等については、各市の事業形態によって大きく異なるため、本庁舎で使用して

いる車両に限定して算出。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 27,075 25,329 28,377 28,623 合計 28,377,294 円
需用費 9,562,791 円

財
　
源

特定財源 1,087 1,133 1,607 480 役務費 2,250,126 円
委託料 6,557,364 円

一般財源 25,988 24,196 26,77

Ｄ

0 28,143 使用料

　

及び賃借料
9,442

　

,213 円

職員人件

　

費　② 718 6,72

Ｏ

0 7,013 7,32

　

8 負担金、補助及び
交

　

付金 75,000 円

∧

総事業費（①＋②） 2

　

7,793 32,04

　

9 35,390 35,

実

951 公課費 489,

　

800 円

建
設
事
業

全

　

体事業費（単位：千円

施

） 0 ２５年度特定財源

　

名称

２５年度迄の累積

　

事業費 0 自動車事故共

∨

済保険金収入

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 計画推進

基本施

度

策 行政経営
施策体系

施

　

策の内容 効率的な行政

刈

運営

目
　
　
　
的

　公務

谷

を安全かつ迅速、効率

市

的に遂行するた

主
た
る

事

内
容

○公用車の運行管

務

理
めに必要な公用車を

事

保有し、車両を適切に

業

管 ○市所有バスの運転

評

業務委託
理することに

価

より有効に活用する。

シ

位
置
づ
け

関連計画

根

ー

拠法令 刈谷市自動車等

ト

運行管理規程

対象者 市

（

職員 事業期間 ～

実施方

様

法 ■直営　■委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 企

Ｂ
　

画

事
　
業
　
実
　
績

２３年

財

度実績 ２４年度実績 ２

政

５年度実績 ２６年度計

部

画

保有車両 189台

一

保有車両 183台 保

般

有車両 180台 購入

会

予定車両 15台
　う

計

ち共用車両 54台 　

自

うち共用車両 52台

動

　うち共用車両 50

車

台 　うち新規車両  

管

0台
　うち各課等所管

理

車両 135台 　うち

事

各課等所管車両 13

業

1台 　うち各課等所管

担

車両 130台 　うち

当

更新車両 15台
購入

課

車両 11台 購入車両

財

 6台 購入車両 8台

務

売却予定車両 15台

課

　うち新規車両 4台

款

　うち新規車両 1台

項

　うち新規車両 0台

目

　うち更新車両 7台

担

　うち更新車両 5台

当

　うち更新車両 8台

係

売却車両 5台 寄附車

財

両 1台 売却車両 1

産

1台
売却車両 11台

管

　業務を効率的に行う

理

ために適正な公用車台

係

数を確保するとともに

2

、利用率等を勘案して

1

削減可能な車両を売却

9

した。保

成果 有する車両は車検、点検を適切に行い故障によるトラブルの防止に努めた。　

(できたこと)

　公用車の事故による修理費の削減
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 保有車両台数
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市の業務に必要な公用車を保有し、全体

平

の利用状況を把
・法的

成

業務
高い

握して、安全

２

で効率的な運用を図る

６

ため、財務課で一元管

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要 理を行ってい

　

る。
・市民生活上必要

刈

である　など

　共用車

谷

両については、公用車

市

予約システムにより効

事

率良
・コストの節減、

務

費用対効果
普通

く利用

事

されている。また、公

業

用車の保有台数につい

評

ては、
効率性 ・執行体

価

制の効率性 利用状況等

シ

の把握に努めて適正な

ー

台数を確保した上で削

ト

減
・手段の最適性　な

（

ど にも努めた。

　車両

様

を維持管理するため、

式

車検、点検、修繕等の

２

業務を
・市が主体とな

）

って実施する
普通

外部

会

委託できるが、業務上

計

必要な車両の運行管理

名

は市が行
妥当性 　べき

担

事業であるか うことが

当

必要である。
・総合計

部

画との整合性　など

　

企

公用車を最適台数保有

画

し、適切に管理運営す

財

ることで公

施策への ・

政

施策への貢献度
普通

務

部

を迅速かつ効率的に行

一

うことができる。
・目

般

標達成度
貢献度 ・市民

会

サービスへの効果　な

計

ど

今後の方向性 □拡充

自

　□現状維持　■改善

動

・効率化　□縮小　□

車

終期設定　□休止・廃

管

止

・引き続き、公用車

理

の最適台数の維持に努

事

めるとともに、車検や

業

点検など適切な管理に

担

努める。
・車両購入に

当

際しては、低燃費車な

課

ど環境配慮車両を導入

財

する。
・公用車の事故

務

に伴う修繕費等の削減

課

については、職員に対

款

して事故事例の情報提

項

供や運転適性チェック

目

の実施等に
より事故の

担

削減に努める。

当係 財産

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

管

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評

理

　
価
　
∨

係

2 1 9
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実施し、事務事業評価から施策評価までのサイクルを確立し、総合計画の進行管理を実施できた。

成果 ・外部評価は可能な限り抽象度を解消し、意見を深める運用を行うことができた。

(できたこと) ・施策評価と外部評価について、行政評価委員会から一定の評価をもらうことができた。

・3年間の行政評価の実績として、職員に対して有効性や活用方法を見出し、職員に対する制度の浸透が図れた。

・成果指標に対する課題は、継続して検討していく必要がある。今後は、市民アンケートの内容などを改善し、担当部署
課題

にとって、適切な成果を見据えることができる仕組みづくりが必要である。
(できなか 

・外部評価を実施した8施策以外の22施策の内部評価方法を確立していく必要がある。
 ったこと)

・次年度以降の外部評価実施方法を常に検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 行政評価委員会による外部評価を実施した項目数（ 20 20 8 6 8
指標 個）
成果 効率的な行政運営が行われていると思う市民の割合 ― 54.9 ― 55 56
指標 （％）

施策評価の外部評価：枚方市、加賀市、大津市
他市との 事例も参照したが、総合計画と

Ｄ

マッチした独自性の高

　

い評価シートと外部評

　

価の運用ができた。
比

　

較検証 本市の特徴：他

Ｏ

市の行政評価委員会や

　

事業仕分けでは、外部

　

評価委員が事業の方針

∧

を決定するが、本市は

　

委
員会で事業の方向性

　

は決定せず、各委員の

実

意見を市自らが再検証

　

し、事業の方針を示す

　

制度となっている。
施
　
　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,962 1,956 1,507 1,050 合計 1,507,465 円
報償費 550,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 40,815 円
委託料 916,650 円

一般財源 2,962 1,956 1,507 1,050

職員人件費　② 3,589 3,042 3,857 4,030

総事業費（①＋②） 6,551 4,998 5,364 5,080

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

　

策体系
施策の内容 効率

刈

的な行政運営

目
　
　
　

谷

的

　第7次総合計画の

市

効率的かつ確実な施策

事

の実

主
た
る
内
容

○事務

務

事業評価の実施
現を図

事

るとともに、より質の

業

高い行政サービ ○行政

評

評価委員会による外部

価

評価の実施
スの提供や

シ

施策・事務事業の改善

ー

・改革に繋 ○施策評価

ト

の実施
げる。

位
置
づ
け

（

関連計画 刈谷市行政経

様

営方針、刈谷市行政経

式

営改革プラン

根拠法令

１

刈谷市自治基本条例

対

）

象者 市、市職員 事業期

会

間 平成２３年度 ～

実施

計

方法 ■直営　■委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 企画財政部

一

Ｂ

般

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

会

年度実績 ２４年度実績

計

２５年度実績 ２６年度

行

計画

・事務事業評価の

政

実施 ・事務事業評価の

評

実施 ・施策評価の実施

価

・行政評価委員会によ

推

る外部
　一般会計事業

進

　938事業 　一般会

事

計事業　   920

業

事業 　総合計画に位置

担

づけられる 　評価の実

当

施（公開ヒアリン
・行

課

政評価委員会による外

企

部 ・行政評価委員会に

画

よる外部 　30施策に

政

対し実施 　グ形式）
　

策

評価の実施（公開ヒア

課

リン 　評価の実施（公

款

開ヒアリン ・行政評価

項

委員会による外部 　小

目

施策評価に対して実施

担

　グ形式） 　グ形式）

当

　評価の実施（公開ヒ

係

アリン 　小施策数　　

経

　6小施策
　実施事業

営

数 　　20事業 　実

管

施事業数 　 

理

 20事業 　グ形式）

係

・事務事業評価の実施

2

　　H23決算事業　

1

  17事業 　施策

1

評価に対して実施 　一

0

般会計事業　821事業
　　フォローアップ 　3事業 　施策数　        8施策
・施策評価制度の構築 ・事務事業評価の実施

　一般会計事業　879事業
・施策評価を
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　評価という振り返りを行うこと

平

により、事業本来の目

成

的
・法的業務

高い
に立

２

ち返り、今すべき内容

６

を検討することができ

年

ること、
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 施策

　

評価により、総合計画

刈

の進行管理を実施する

谷

ことは、
・市民生活上

市

必要である　など 限ら

事

れた予算の中で効率的

務

かつ効果的に事業を行

事

う上で、
必要不可欠で

業

あり、有効な手段であ

評

る。
　システム改修を

価

行い、担当部署、事務

シ

局の作業負担の改
・コ

ー

ストの節減、費用対効

ト

果
高い

善を図った。対

（

象事業の見直し、シー

様

ト作成時期、時間を
効

式

率性 ・執行体制の効率

２

性 見直し、作業時間の

）

縮減も図っている。今

会

後も常に職員負
・手段

計

の最適性　など 担の軽

名

減を図っていく。

　事

担

業を実施する市が自ら

当

評価を行い、さらに外

部

部から意
・市が主体と

企

なって実施する
高い

見

画

を求めることは、行政

財

運営において非常に重

政

要なことで
妥当性 　べ

部

き事業であるか あり、

一

今後も市が主体となっ

般

て実施すべき事業であ

会

る。ま
・総合計画との

計

整合性　など た、総合

行

計画、自治基本条例に

政

位置づけられた取組で

評

ある
。
　総合計画の進

価

行管理を行う事業とし

推

て、最も必要な事業

施

進

策への ・施策への貢献

事

度
高い

である。施策評

業

価の実施により、進行

担

管理方法が確立した
・

当

目標達成度 ことから、

課

今後の各施策・事業の

企

貢献度を高めていくた

画

め
貢献度 ・市民サービ

政

スへの効果　など に有

策

効な制度運用を図って

課

いく。

今後の方向性 □

款

拡充　□現状維持　■

項

改善・効率化　□縮小

目

　□終期設定　□休止

担

・廃止

・評価制度と予

当

算編成の連動が行政経

係

営改革プランにも位置

経

づけられていることか

営

ら、実施計画や財政担

管

当と連携し
た取組が求

理

められる。
・行政評価

係

委員会の運用を、新た

2

な要素を取り入れて実

1

施する。

10

Ｃ

　
Ｈ

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

　
∧
　
評
　
価
　
∨
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14.3 10.6 12.0
指標

　民間主催の企業説明会へ参加している自治体は、全国の市町村のうち約8％、大学等での講演を実施して
他市との いる自治体も約3％と全国的には多くない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,994 3,486 4,040 6,846 合計 4,040,010 円
報償費 137,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 321,720 円
役務費 1,433,250 円

一般財源 2,994 3,486 4,040 6,846 委託料 1,094,310 円
使用料及び賃借料

職員人件費　② 7,178 4,244 4,208 4,397 1,053,230 円

総事業費（①＋②） 10,172 7,730 8,248 11,243

Ｄ

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２５年

　

度特定財源名称

２５年

　

度迄の累積事業費 0

２

Ｏ

７年度以降の事業費見

　

込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

計画推進

基本施策 行政

度

経営
施策体系

施策の内

　

容 効率的な行政運営

目

刈

　
　
　
的

　職員採用事

谷

務について、効率的か

市

つ優秀な

主
た
る
内
容

○

事

多様な採用試験の実施

務

職員を採用するための

事

事業を実施する。 　自

業

己ＰＲ試験など人物重

評

視の試験方法
　10月

価

採用
○採用試験情報、

シ

市の業務内容などの周

ー

知

位
置
づ
け

関連計画

根

ト

拠法令

対象者 大学生等

（

事業期間 ～

実施方法 ■

様

直営　□委託　□指定

式

管理　□補助・助成　

１

□その他

）

会計名 担当部 総

Ｂ
　
事
　

務

業
　
実
　
績

２３年度実

部

績 ２４年度実績 ２５年

一

度実績 ２６年度計画

採

般

用職員数 採用職員数 採

会

用職員数 採用予定者数

計

　一般事務職25人 　

職

一般事務職28人 　一

員

般事務職23人 　一般

採

事務職25人
　土木技

用

術職2人 　土木技術職

事

6人 　土木技術職5人

業

　土木技術職7人
　建

担

築技術職4人 　保健師

当

6人 　電気技術職1人

課

　建築技術職4人
　電

人

気技術職3人 　保育教

事

育職28人 　保育教育

課

職28人 　電気技術職

款

1人
　学芸員2人 　環

項

境員3人 　学芸員1人

目

　保育教育職25人 　

担

保育教育職35人
　自

当

動車運転手2人

　企業

係

説明会に出席するなど

人

、採用に関する情報を

事

周知することができた

給

。また、受付面接試験

与

や自己ＰＲ試験を導入

係

す

成果 ることにより、

2

より優秀な人材を確保

1

することができた。

(

3

できたこと)

　職種によっては、応募者数が少ない職種もあり、退職補充ができない職種もあった。
課題

(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 就職説明会等開催回数（回） 5 6 12 12 14
指標
成果 職員採用試験における一般事務職の応募倍率（倍） 19.3 9.4

-116-



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民目線に立って、自ら考え行動できる優秀な

平

人材を今
・法的業務

高

成

い
後も継続的に確保す

２

る必要があるため。
必

６

要性 ・市民ニーズ、社

年

会需要
・市民生活上必

度

要である　など

　公務

　

員志望の学生だけでな

刈

く、大手の民間企業も

谷

出展す
・コストの節減

市

、費用対効果
高い

る説

事

明会等に本市も出展す

務

ることにより、民間志

事

望の学生
効率性 ・執行

業

体制の効率性 にも積極

評

的にアピールできた。

価

・手段の最適性　など

シ

　本市の求める職員像

ー

に合致した人材を採用

ト

するため。
・市が主体

（

となって実施する
高い

様

妥当性 　べき事業であ

式

るか
・総合計画との整

２

合性　など

　市民のた

）

めに働くことができる

会

職員を採用することで

計

、

施策への ・施策への

名

貢献度
高い

市民サービ

担

スの向上を図るため。

当

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

総

　など

今後の方向性 □

務

拡充　■現状維持　□

部

改善・効率化　□縮小

一

　□終期設定　□休止

般

・廃止

　民間企業や国

会

等の採用選考の時期を

計

考慮した採用スケジュ

職

ールの見直しへの対応

員

と、インターンシップ

採

を活用した
優秀な人材

用

の確保に今後も努める

事

。

業
担当

Ｃ

　
Ｈ

課

　
Ｅ

　
Ｃ

　
Ｋ

人

　
∧
　
評
　
価
　
∨

事課

款 項 目 担当係 人事給与係

2 1 3
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　H19策定

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,575 613 合計 1,575,000 円
委託料 1,575,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,575 613

職員人件費　② 0 0 2,805 6,595

総事業費（①＋②） 0 0 4,380 7,208

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

　

策体系
施策の内容 効率

刈

的な行政運営

目
　
　
　

谷

的

　平成14年3月に

市

人材育成基本方針を策

事

定して

主
た
る
内
容

○人

務

材育成基本方針の見直

事

し
から時間が経過して

業

いるため、基本方針の

評

あ ○人事評価制度の見

価

直し
るべき姿を見直し

シ

、人材育成の制度及び

ー

仕組 ○職員研修計画の

ト

見直し
みの改善を図る

（

ことで、職員の意欲・

様

やる気
を高揚させ、優

式

秀な人材を育成し、そ

１

の人材
に支えられた組

）

織づくりを目指す。

位

会

置
づ
け

関連計画 刈谷市

計

人材育成基本方針

根拠

名

法令

対象者 市職員 事業

担

期間 平成２５年度 ～ 平

当

成２７年度

実施方法 □

部

直営　■委託　□指定

総

管理　□補助・助成　

務

□その他

部

一般会計
人材育

Ｂ
　
事
　

成

業
　
実
　
績

２３年度実

基

績 ２４年度実績 ２５年

本

度実績 ２６年度計画

　

方

　 ・人材育成基本方針

針

策定 ・人事評価制度見

等

直し
　 　 ・職員研修計

策

画見直し
　 　
　 　
　　

定

　――――――― 　　

事

　―――――――

　人

業

材育成基本方針を見直

担

し、新たな人材育成基

当

本方針（刈谷市職員宣

課

言）を策定することが

人

できた。

成果

(できた

事

こと)

　新たな人材育

課

成基本方針に沿って、

款

人事評価制度及び職員

項

研修計画の見直しを実

目

施する必要がある。
課

担

題

(できなか 

 った

当

こと)

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

２３年

人

度 ２４年度 ２５年度 ２

事

６年度 ２８年度

　――

給

――――
指標

　―――

与

―――
指標

人材育成基

係

本方針の策定状況（◎

2

…組織力の向上の位置

1

づけがある方針）
他市

3

との ◎刈谷市　H13策定、H25改定　　◎碧南市　H25策定　　○安城市　H21策定
比較検証 ○西尾市　H18策定、H25改定　　○知立市　H22策定　　○高浜市
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　高度化・多様化する市民ニーズ

平

、少子高齢化に伴う社

成

会
・法的業務

高い
構造

２

の変化、市民や法人と

６

の協働・役割分担の変

年

化、経済
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 のグ

　

ローバル化などの多く

刈

の変化や課題に対し、

谷

職員をす
・市民生活上

市

必要である　など る必

事

要があるため。

　市長

務

・副市長に対するトッ

事

プヒアリングや職員ア

業

ンケー
・コストの節減

評

、費用対効果
普通

トを

価

実施することにより、

シ

様々な意見を反映させ

ー

ることが
効率性 ・執行

ト

体制の効率性 できた。

（

・手段の最適性　など

様

　総合計画において、

式

変化に即応できる柔軟

２

な思考と想像
・市が主

）

体となって実施する
高

会

い
力を持った職員を育

計

成すると位置づけられ

名

ている。
妥当性 　べき

担

事業であるか
・総合計

当

画との整合性　など

　

部

総合計画の目標を達成

総

するために、変化に即

務

応できる柔

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

軟

一

な思考と想像力を持っ

般

た職員の育成は不可欠

会

である。
・目標達成度

計

貢献度 ・市民サービス

人

への効果　など

今後の

材

方向性 □拡充　■現状

育

維持　□改善・効率化

成

　□縮小　□終期設定

基

　□休止・廃止

　平成

本

25年度に策定した人

方

材育成基本方針に沿っ

針

て、平成26年度に人

等

事評価制度及び職員研

策

修計画の見直し、平成

定

27
年度に職員向けの

事

説明会を開催するとと

業

もに新たな人事評価制

担

度を実施する。

当課 人事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

款

　
価
　
∨

項 目 担当係 人事給与係

2 1 3
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隣市と比較すると、刈谷市が11.6
他市との 5パーセントであるのに対し、安城市15.09パーセント、西尾市7.12パーセント、碧南市9.73パーセント、知
比較検証 立市19.78パーセント、高浜市16.86パーセントとなっている。刈谷市も近隣市と同等規模の、ほぼ1割の職

員が外部機関の研修を受講している。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,631 3,949 4,389 6,225 合計 4,389,179 円
旅費 2,277,764 円

財
　
源

特定財源 0 0 10 0 需用費 45,323 円
負担金、補助及び

一般財源 3,631 3,949 4,379 6,225 交付金 2,066,092 円

職員人件費　② 502 495 491 1,466

総事業費（①＋②） 4,133 4,444 4,880 7,691

建
設
事
業

全体事業費（単位

Ｄ

：千円） 0 ２５年度特

　

定財源名称

２５年度迄

　

の累積事業費 0 雑入（

　

その他の雑入）

２７年

Ｏ

度以降の事業費見込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

　専

谷

門教育機関や先進的な

市

実践機関に職員を

主
た

事

る
内
容

○各種大学校や

務

研修機関への職員の派

事

遣
派遣することにより

業

高度な職務上の知識・

評

技 　・自治大学校
能を

価

獲得する。 　・国土交

シ

通大学校
　・愛知県市

ー

町村振興協会研修セン

ト

ター
　・市町村職員中

（

央研修所　等

位
置
づ
け

様

関連計画 研修実施計画

式

根拠法令 刈谷市職員研

１

修規程

対象者 市職員 事

）

業期間 ～

実施方法 ■直

会

営　□委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 総務部

一般

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２３年度実績

計

２４年度実績 ２５年度

外

実績 ２６年度計画

市町

部

村職員中央研修所など

機

市町村職員中央研修所

関

など 市町村職員中央研

派

修所など 市町村職員中

遣

央研修所など
　8箇所

研

 68研修 　9箇所 

修

62研修 　8箇所 6

事

9研修 　10箇所 6

業

6研修
　延べ受講者数

担

 91人 　延べ受講者

当

数 111人 　延べ受

課

講者数 109人 　延

人

べ受講者数 101人

事

　職員を各研修機関等

課

に派遣することにより

款

、職員の能力開発の促

項

進や資質の向上を図っ

目

た。

成果

(できたこと

担

)

　対象職員の日程等

当

の都合上、当初の計画

係

通りに参加ができない

研

ことがあった。また、

修

社会情勢に対応できる

厚

職員を養成
課題

するた

生

め、派遣させる研修科

係

目の選択について、よ

2

り一層精査する必要が

1

ある。
(できなか 

 

3

ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 派遣研修受講職員数（人） 91 111 109 101 ―
指標

　――――――
指標

　平成25年度実績における、全対象職員に対する派遣研修職員の割合を近
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　多様化する市民ニーズの変化に即応で

平

きる柔軟な思考と
・法

成

的業務
高い

想像力を持

２

った職員を育成するた

６

めには、外部機関へ派

年

遣
必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要 することは

　

必要性の高い事業であ

刈

る。
・市民生活上必要

谷

である　など

　参加者

市

の人材育成のみならず

事

、参加者による職員向

務

けの
・コストの節減、

事

費用対効果
普通

報告会

業

や研修を実施すること

評

で、職員全体の視野の

価

拡大や
効率性 ・執行体

シ

制の効率性 即応力の醸

ー

成に寄与していると考

ト

えるが、費用対効果を

（

換
・手段の最適性　な

様

ど 算することは困難で

式

ある。

　知識及び技術

２

の習得と視野の拡大を

）

図り、及び他の地方
・

会

市が主体となって実施

計

する
高い

公共団体その

名

他の団体から派遣され

担

た参加者との交流を図

当

妥当性 　べき事業であ

部

るか ることは事務・事

総

業の効率的な運営に資

務

するもので、総合
・総

部

合計画との整合性　な

一

ど 計画との整合性とも

般

高いといえる。

　幅広

会

い視野を身に付け、即

計

応力を持つ職員の育成

外

は、効

施策への ・施策

部

への貢献度
普通

率的な

機

行政運営の実現に欠か

関

せないものである。
・

派

目標達成度
貢献度 ・市

遣

民サービスへの効果　

研

など

今後の方向性 □拡

修

充　■現状維持　□改

事

善・効率化　□縮小　

業

□終期設定　□休止・

担

廃止

　平成25年度に

当

策定した人材育成基本

課

方針に沿って、平成2

人

6年度に職員研修計画

事

の見直すことで、社会

課

情勢の変化に
即応する

款

ための研修内容をあら

項

ためて精査・採用し、

目

平成27年度以降も様

担

々な課題に対応できる

当

職員を更に養成する
た

係

めの研修を採用して派

研

遣職員数を増やす。

修厚生係

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

2

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

1

　
評
　
価
　
∨

3
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４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 667 890 960 1,550 合計 959,605 円
旅費 677,980 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 281,625 円

一般財源 667 890 960 1,550

職員人件費　② 359 354 351 1,832

総事業費（①＋②） 1,026 1,244 1,311 3,382

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

２

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

６

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

年

計画
分野 計画推進

基本

度

施策 行政経営
施策体系

　

施策の内容 効率的な行

刈

政運営

目
　
　
　
的

　先

谷

進都市等の業務を調査

市

研究し、職員を派

主
た

事

る
内
容

○先進都市の事

務

例の現地学習
遣するこ

事

とにより、効果的な行

業

政運営を図る ○新規制

評

度の調査研修
。 　（先

価

進自治体又は各種研修

シ

機関への派遣）

位
置
づ

ー

け

関連計画 研修実施計

ト

画

根拠法令 刈谷市職員

（

研修規程

対象者 市職員

様

事業期間 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 総務

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２３年度実

一

績 ２４年度実績 ２５年

般

度実績 ２６年度計画

先

会

進都市等調査研修 先進

計

都市等調査研修 先進都

先

市等調査研修 先進都市

進

等調査研修
　延べ職員

地

数15人 　延べ職員数

等

30人 　延べ職員数3

調

0人 　延べ職員数30

査

人

　職員を先進都市等

研

へ派遣することにより

修

、各業務を調査研究し

事

、効果的な行政運営を

業

図ることができた。

成

担

果

(できたこと)

　受

当

入先の自治体の都合等

課

により、調査ができな

人

いことがあった。
課題

事

(できなか 

 ったこ

課

と)

指標名称（単位）

款

実績値 目標値

２３年度

項

２４年度 ２５年度 ２６

目

年度 ２８年度

活動 派遣

担

職員数（人） 15 30

当

30 30 30
指標

　―

係

―――――
指標

　平成

研

25年度実績における

修

近隣市の状況は、安城

厚

市が43人と本市を上

生

回っているものの、西

係

尾市14人、高浜
他市

2

との 市6人、碧南市0

1

人、知立市0人となっ

3

ている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　多様化する市民ニーズ、社会構造の変

平

化に応える施策を
・法

成

的業務
普通

実現してい

２

くために、先進的に取

６

り組んでいる他自治体

年

の
必要性 ・市民ニーズ

度

、社会需要 状況を視察

　

することは有効である

刈

。
・市民生活上必要で

谷

ある　など

　可能な限

市

り、電話による聞き取

事

りやインターネットに

務

よ
・コストの節減、費

事

用対効果
普通

る情報収

業

集をしているが、現地

評

を見ることは公表ベー

価

スで
効率性 ・執行体制

シ

の効率性 は得られない

ー

情報についても包括的

ト

に取得できるため。導

（

・手段の最適性　など

様

入費用が大きいものほ

式

ど現地を訪れることが

２

必要であると
考えてお

）

り費用対効果を換算す

会

ることは困難である。

計

　本市の施策を構築し

名

ていくにあたり、担当

担

職員が情報を
・市が主

当

体となって実施する
高

部

い
取得することが重要

総

であると考えている。

務

妥当性 　べき事業であ

部

るか
・総合計画との整

一

合性　など

　有効な先

般

進事例を導入すること

会

はもちろん、現状の事

計

業

施策への ・施策への

先

貢献度
高い

についても

進

、より効率的な行政運

地

営の実現に向けた知識

等

の
・目標達成度 習得に

調

は欠かせないものであ

査

る。
貢献度 ・市民サー

研

ビスへの効果　など

今

修

後の方向性 □拡充　■

事

現状維持　□改善・効

業

率化　□縮小　□終期

担

設定　□休止・廃止

　

当

平成25年度に策定し

課

た人材育成基本方針に

人

沿いながら、先進的な

事

事業・施策や法改正等

課

に対応し、本市の事務

款

・事
業の発展や効率的

項

な運営に資する目的を

目

達成できるよう適切に

担

派遣していく。

当係 研修

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

厚

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

生

　
価
　
∨

係

2 1 3
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） （予算） 事業費内訳

事業費　① 412 1,304 1,012 1,345 合計 1,012,150 円
報償費 66,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 352,500 円
負担金、補助及び

一般財源 412 1,304 1,012 1,345 交付金 593,650 円

職員人件費　② 574 566 561 733

総事業費（①＋②） 986 1,870 1,573 2,078

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平

Ｐ
　
　

成

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

２

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

６

　
概
　
要

総合計画
分野

年

計画推進

基本施策 行政

度

経営
施策体系

施策の内

　

容 効率的な行政運営

目

刈

　
　
　
的

　公務員とし

谷

て必要な一般教養を職

市

員に習得

主
た
る
内
容

○

事

交通安全等研修
させる

務

。 ○メンタルヘルス研

事

修
○臨時職員ＣＳ研修

業

○自己研修
○通信研修

評

　等

位
置
づ
け

関連計画

価

研修実施計画

根拠法令

シ

刈谷市職員研修規程

対

ー

象者 市職員 事業期間 ～

ト

実施方法 ■直営　□委

（

託　□指定管理　□補

様

助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

総

２３年度実績 ２４年度

務

実績 ２５年度実績 ２６

部

年度計画

交通安全研修

一

など 交通安全研修など

般

交通安全研修など 交通

会

安全研修など
　延べ受

計

講者数1,265人 　

教

延べ受講者数2,25

養

0人 　延べ受講者数1

研

,221人 　延べ受講

修

者数1,089人

　公

事

務員として必要な一般

業

教養を習得することが

担

できた。

成果

(できた

当

こと)

　業務の都合上

課

、研修に参加できない

人

職員がいた。
課題

(で

事

きなか 

 ったこと)

課

指標名称（単位）
実績

款

値 目標値

２３年度 ２４

項

年度 ２５年度 ２６年度

目

２８年度

活動 教養研修

担

受講職員数（人） 1,

当

265 2,250 1,

係

221 1,089 1,

研

100
指標

　――――

修

――
指標

  平成25

厚

年度実績における近隣

生

市の状況は、安城市1

係

,237人、西尾市1

2

77人、碧南市755

1

人、知立市405人、

3

高
他市との 浜市148人となっている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　道路交通法74条の3第2項に規定されている

平

安全運転管理
・法的業

成

務
普通

者の管理業務の

２

一環として交通安全研

６

修を実施している。
必

年

要性 ・市民ニーズ、社

度

会需要
・市民生活上必

　

要である　など

　交通

刈

安全研修の講師は刈谷

谷

警察署から職員を招い

市

て実施
・コストの節減

事

、費用対効果
普通

して

務

おり、費用対効果は高

事

いと考える。
効率性 ・

業

執行体制の効率性
・手

評

段の最適性　など

　外

価

部委託等による実施は

シ

新たなコストが発生す

ー

るため、
・市が主体と

ト

なって実施する
高い

現

（

状の実施方法が妥当で

様

ある。
妥当性 　べき事

式

業であるか
・総合計画

２

との整合性　など

　法

）

的業務ではあるが、交

会

通安全を推進していく

計

ことは職

施策への ・施

名

策への貢献度
高い

員と

担

しての重要な責務であ

当

り、広く市民にも啓発

部

を図る必
・目標達成度

総

要性から、県内、市内

務

の交通情勢を把握する

部

ことは非常に
貢献度 ・

一

市民サービスへの効果

般

　など 有用であると考

会

える。

今後の方向性 □

計

拡充　■現状維持　□

教

改善・効率化　□縮小

養

　□終期設定　□休止

研

・廃止

　平成25年度

修

に策定した人材育成基

事

本方針に沿って、平成

業

26年度に職員研修計

担

画の見直すことで、豊

当

かな感性を持ち
、心と

課

体が健康な職員を育成

人

するだけでなく、市民

事

の模範となる自覚を促

課

す研修を実施していく

款

。

項 目 担

Ｃ
 
　
Ｈ

当

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

係

　
∧
　
評
　
価
　
∨

研修厚生係

2 1 3
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ができ、また、職員の改善意欲の向上も図ることができた。

(できたこと) ・「４Ｃ１Ｓ」の視点を取り入れ、職員への浸透を図ることができた。

・新たな審査方法を導入した業務改善制度により、市民サービス向上効果を生んだ報告が多く２次審査進出を果たしたが
課題

、幹部の審査できる件数は限られるため、件数絞込み方法については再考する必要がある。また、そのほかにも、常に現
(できなか 

場のニーズや状況を把握し、制度を随時見直すよう心掛ける必要がある。
 ったこと)

・刈谷市行政経営改革プランの進行管理については、まだ方法が確立しておらず、今後も検討する必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

活動 職員提案の採用（要検討含む）率（％） 26 29 31 32 35
指標
成果 業務改善による削減効果額（千円） 125,341 68,796 182,234 30,000 30,000
指標

職員提案制度は全国的にも多くの自治体が実施している。
他市との 業務改善制度を確立して実施している自治体
比較検証 （県内）名古屋市、一宮市、豊橋市、春日井市、豊明市、岡崎市、江南市

（県外）尼崎市、静岡市、磐田市など

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧

Ｃ
　
事
　
業
　

　

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

　

２３年度 ２４年度 ２５

実

年度 ２６年度 ２５年度

　

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

施

訳

事業費　① 143 2

　

82 110 0 合計 11

　

0,040 円
報償費

∨

86,500 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 23,540 円

一般財源 143 282 110 0

職員人件費　② 2,154 4,244 2,455 0

総事業費（①＋②） 2,297 4,526 2,565 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

２

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

６

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

　

策体系
施策の内容 効率

刈

的な行政運営

目
　
　
　

谷

的

　民間企業における

市

経営理念・手法の導入

事

、

主
た
る
内
容

○職員提

務

案制度・業務改善制度

事

の実施
各種改革・改善

業

を行い、行政の効率化

評

と活性 ○各種検討部会

価

の開催又は運営支援
化

シ

を図ることによって、

ー

将来にわたり安定し ○

ト

行政経営、総合計画推

（

進等に関する調査研
た

様

行財政運営と密度の高

式

い行政サービスを維 究

１

持する。

位
置
づ
け

関連

）

計画 刈谷市行政経営方

会

針、刈谷市行政経営改

計

革プラン

根拠法令 刈谷

名

市職員提案及び業務改

担

善奨励規程

対象者 市民

当

、職員 事業期間 ～

実施

部

方法 ■直営　□委託　

企

□指定管理　□補助・

画

助成　□その他

財政部

一般会計
行

Ｂ

政

　
事
　
業
　
実
　
績

２３

経

年度実績 ２４年度実績

営

２５年度実績 ２６年度

推

計画

新たな職員提案制

進

度の実施 職員提案制度

事

の実施 職員提案制度の

業

実施 一般事務費事業へ

担

統合
・第3者的視点の

当

1次審査、専 　提案件

課

数　140件 　提案件

企

数　148件
門的視点

画

の2次審査を実施。 業

政

務改善制度の実施 業務

策

改善制度の実施
・所属

課

報奨、市長特別賞の新

款

　報告件数　 73件

項

　報告件数　 94件

目

　
設。市長特別賞は3

担

件表彰。 各制度の見直

当

し 各制度の見直し
　提

係

案件数　　192件　

経

　 行政経営会議専門部

営

会の設置 行政経営会議

管

専門部会の設置
業務改

理

善制度の実施 刈谷市行

係

政経営改革プランの
　

2

報告件数　　 66件

1

策定
業務改善制度にプ

1

レゼンテー
ションを導

0

入
・業務改善報告制度は、審査方法の変更及び賞の増設を行い、経費削減や時間短縮といった数字に現れるコスト効果だけ

成果 でなく、市民サービスの向上効果等も評価すること
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見
直しを行い、また、業務改善意識の浸透、制度の周知徹底を図るために啓発方法を検討し実施していく。
　平成25年度から新たな行革への取組を推進する「刈谷市行政経営改革プラン」を策定した。今後は、本プランを基
に、全庁的な行政経営改革に取り組み、総合計画の施策の推進、質の高い行政サービスの提供に繋げていく。

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　健全な行財政運営と質の高い行

平

政サービスを達成する

成

に
・法的業務

高い
あた

２

り、行政経営改革への

６

取組、改善の取組を推

年

進し、行
必要性 ・市民

度

ニーズ、社会需要 政運

　

営の効率化と活性化を

刈

図る必要がある。また

谷

職員の政
・市民生活上

市

必要である　など 策形

事

成能力の向上を図るた

務

めにも必要な事業であ

事

る

　各種報告の内容は

業

、庁内ＬＡＮで情報共

評

有を図るととも
・コス

価

トの節減、費用対効果

シ

普通
に、プレゼン機会

ー

を設け、職員の改善意

ト

識の更なる向上を
効率

（

性 ・執行体制の効率性

様

図っている。提出～審

式

査～発表～表彰の全体

２

の流れでは時
・手段の

）

最適性　など 間を要し

会

ているため、より早い

計

フィードバックができ

名

るよ
う制度の運用方法

担

を常に見直していく必

当

要がある。
　自らの業

部

務を省み、問題点を改

企

善し、それを正当に評

画

価
・市が主体となって

財

実施する
高い

すること

政

で更なる改善へとつな

部

げていくというサイク

一

ルを
妥当性 　べき事業

般

であるか 、今後も市自

会

身が続けていくことに

計

意義がある。
・総合計

行

画との整合性　など

　

政

総合計画と両輪をなす

経

自治基本条例、行政経

営

営方針、行

施策への ・

推

施策への貢献度
高い

政

進

改革プランを推進し、

事

効率的な行政運営を行

業

っていく上
・目標達成

担

度 で、本事業は、効果

当

を数字で計ることがで

課

きることなどか
貢献度

企

・市民サービスへの効

画

果　など ら行政改革の

政

主要な取組として位置

策

づけられており貢献度

課

は高い。

今後の方向性

款

□拡充　□現状維持　

項

■改善・効率化　□縮

目

小　□終期設定　□休

担

止・廃止

　業務改善制

当

度、職員提案制度では

係

、刈谷市行政経営方針

経

の基本目標に掲げる「

営

最小コストで最大サー

管

ビスを提供す
る市役所

理

づくり」、「創造性豊

係

かで柔軟な発想と行動

2

ができる職員を育てる

1

市役所づくり」のため

1

の主要な取組とし
て位

0

置づけられており、今後も制度自体の改善・効率化をしつつ推進していく必要がある。
　審査・評価・発表方法などについて、さらなる職場や職員の改善意識の向上を図ることができるよう制度運用の
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続して行う必要がある。
(できなか 

 ったこと)

指標名称（単位）
実績値 目標値

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２８年度

成果 市役所で申請する市民の割合(％) ― ― ― 90 92
指標

　――――――
指標

県内の窓口業務状況　54市町村のうち11市町村実施
他市との 　委託　4市（春日井、安城、西尾、刈谷）
比較検証 　嘱託　4市（豊川、田原、小牧、蒲郡）

　直営　3町村（設楽町、東栄町、豊根村）

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 5,720 8,568 合計 5,719,956 円
旅費 96,480 円

財
　
源

特定財源 0 0 582 5,343 需用費 282,231 円
委託料 519,750 円

一般財源 0 0 5,138 3,225 工事請負費 2,992,500 円
備品購入費 1,828,995 円

職員人件費　② 0

Ｄ

0 7,743 8,06

　

1

総事業費（①＋②）

　

0 0 13,463 16

　

,629

建
設
事
業

全体

Ｏ

事業費（単位：千円）

　

0 ２５年度特定財源名

　

称

２５年度迄の累積事

∧

業費 0 市町村振興事業

　

費補助金
(県）

２７年

　

度以降の事業費見込 0

実

市町村権限委譲特別交

　

付金(
県）

　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

２

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

６

事
　
業
　
概
　
要

総合計

年

画
分野 計画推進

基本施

度

策 行政経営
施策体系

施

　

策の内容 効率的な行政

刈

運営

目
　
　
　
的

　一般

谷

旅券の申請受付及び交

市

付業務を市役所

主
た
る

事

内
容

○一般旅券の申請

務

受付業務の実施
で行う

事

ことで、市民の利便性

業

向上を図る。 ○一般旅

評

券の交付業務の実施
　

価

・開始日　平成26年

シ

4月1日
　・業務内容

ー

　　新規・切替、記載

ト

事項変更、増補の申請

（

　　受付及び交付
　・

様

紛失、焼失届出受付
　

式

・窓口開設時間　9時

１

から17時まで
　　　

）

　　　（金曜日は交付

会

のみ18時まで）

位
置

計

づ
け

関連計画

根拠法令

名

愛知県事務処理特例条

担

例

対象者 市民 事業期間

当

平成２５年度 ～

実施方

部

法 ■直営　■委託　□

市

指定管理　□補助・助

民

成　□その他

活動部

一般会計
一

Ｂ
　

般

事
　
業
　
実
　
績

２３年

旅

度実績 ２４年度実績 ２

券

５年度実績 ２６年度計

発

画

　 　 窓口開設準備　

給

窓口業務委託料
　 　 ・

等

備品購入 　7,538

事

,400円
　 　 　写真

業

カッター、交付機端末

担

､　
　 　 　ＶＯＩＤ(

当

打抜き)機等 市の窓口

課

で申請する市民の人
　

市

　　――――――― 　

民

　　――――――― ・

課

改修工事 数
  防犯カ

款

メラ設置、窓口サイ 

項

　5,000人×90

目

％＝4,500人
　ン

担

表示、発券機設置等　

当

 
（参考）
　愛知県の

係

窓口で申請した市
　民

管

の人数  4,948

理

人
　身近な市役所で申

係

請受付及び交付業務を

2

行うことにより市外へ

3

出向く必要がなくなり

1

、市民の利便性向上を図ることが

成果 できた。

(できたこと)

　平成26年4月1日から業務を開始したが、受付時間や受取りまでの日数などの基本的な内容についての市民への周知がま
課題

だまだ不足しているため、旅行シーズン前など、機会を捉えた広報活動を継
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市外へ出向かずに身近な場所で旅券の申

平

請及び受取りが
・法的

成

業務
高い

でき、市民の

２

ニーズに応えることが

６

できるため必要性は高

年

必要性 ・市民ニーズ、

度

社会需要 い。
・市民生

　

活上必要である　など

刈

　窓口業務を委託する

谷

ことで、直営に比べ人

市

件費の削減及
・コスト

事

の節減、費用対効果
高

務

い
び知識と経験のある

事

人材の配置を図ること

業

ができ、効率的
効率性

評

・執行体制の効率性 か

価

つ正確な事務を行うこ

シ

とができる。
・手段の

ー

最適性　など

　人口が

ト

10万人以上の市への

（

権限移譲を愛知県が推

様

進して
・市が主体とな

式

って実施する
普通

おり

２

、毎年5,000人程

）

度の市民の利用が見込

会

まれるため、市
妥当性

計

　べき事業であるか 役

名

所で業務を行うことは

担

妥当である。
・総合計

当

画との整合性　など

　

部

期待される先進的な市

市

役所作りの重要施策と

民

して位置づ

施策への ・

活

施策への貢献度
高い

け

動

られており、安城市、

部

西尾市と同時に西三河

一

で初めての
・目標達成

般

度 事業であることから

会

市民へのＰＲ効果もあ

計

り、施策への貢
貢献度

一

・市民サービスへの効

般

果　など 献度は高い。

旅

今後の方向性 □拡充　

券

■現状維持　□改善・

発

効率化　□縮小　□終

給

期設定　□休止・廃止

等

　継続的に一定数の市

事

民の利用が見込まれる

業

ため、引き続き適切に

担

事業を実施していく必

当

要がある。

課 市民課

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

款

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

項

　
∨

目 担当係 管理係

2 3 1
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２５年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 10,000 0 合計 10,000,000 円
積立金 10,000,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 10,000 0

職員人件費　② 0 0 701 0

総事業費（①＋②） 0 0 10,701 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２５年度特定財源名称

２５年度迄の累積事業費 0

２７年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　

２

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

６

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

年

　
概
　
要

総合計画
分野

度

計画推進

基本施策 行政

　

経営
施策体系

施策の内

刈

容 効率的な行政運営

目

谷

　
　
　
的

　一般旅券発

市

給業務に必要となる収

事

入印紙等

主
た
る
内
容

○

務

基金設置のための積立

事

を適切に確保するため

業

に基金を設置し、業務

評

の円滑な実施を図る。

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令

対象者 対象者を限

ー

定せず 事業期間 平成２

ト

５年度 ～ 平成２５年度

（

実施方法 ■直営　□委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　□その他

１）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

民

２３年度実績 ２４年度

活

実績 ２５年度実績 ２６

動

年度計画

　 　 積立金　

部

10,000,000

一

円 　
　 　 　
　 　 　
　 　

般

　
　　　――――――

会

― 　　　――――――

計

― 　　　――――――

一

―

　平成26年4月1

般

日に開始した一般旅券

旅

発給業務に必要な収入

券

印紙の販売を行うため

収

の基金を設置し積立を

入

行った。これを

成果 基

印

に収入印紙を購入し、

紙

旅券窓口開始の準備を

購

行うことができた。

(

入

できたこと)

　刈谷市

基

では例のない毎日運用

金

される基金であるため

積

、収入印紙を含めた管

立

理方法の確立と適正な

事

運用を行っていくこと

業

課題
が課題である。

(

担

できなか 

 ったこと

当

)

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２３年度 ２

市

４年度 ２５年度 ２６年

民

度 ２８年度

活動 基金の

課

積立金額（千円） ― ―

款

10,000 ― ―
指標

項

　――――――
指標

　

目

小牧市　収入印紙等購

担

入基金　10,000

当

,000円
他市との 　

係

安城市　一般旅券発給

管

事務収入印紙購入基金

理

　10,000,00

係

0円
比較検証

2 3 1
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　旅券申請時に必要な印紙

平

の販売は市民サービス

成

のため必
・法的業務

高

２

い
要であり、旅券発給

６

業務開始に合わせて売

年

りさばき所を開
必要性

度

・市民ニーズ、社会需

　

要 設するための基金の

刈

設置の必要性は高い。

谷

・市民生活上必要であ

市

る　など

　一定額の原

事

資金を基に印紙の購入

務

と売りさばきが可能で

事

・コストの節減、費用

業

対効果
高い

あり、一旦

評

積立てれば、毎年の予

価

算化の必要がないため

シ

、
効率性 ・執行体制の

ー

効率性 効率性が高い。

ト

・手段の最適性　など

（

　印紙と現金の合計は

様

必ず積立額と一致する

式

ため、透明性
・市が主

２

体となって実施する
高

）

い
が高い。また、25

会

年度中に印紙の購入が

計

可能となり26年度
妥

名

当性 　べき事業である

担

か 当初からの事務に備

当

えることができた。
・

部

総合計画との整合性　

市

など

　旅券発給業務を

民

円滑に行ううえで必要

活

な事業である。

施策へ

動

の ・施策への貢献度
普

部

通・目標達成度
貢献度

一

・市民サービスへの効

般

果　など

今後の方向性

会

□拡充　□現状維持　

計

□改善・効率化　□縮

一

小　□終期設定　□休

般

止・廃止

　平成25年

旅

度に予定どおり基金へ

券

積立を完了した。
　今

収

後、印紙の需要が増し

入

、さらなる積立が必要

印

になった場合、再び本

紙

事業を実施する必要が

購

ある。

入基金

Ｃ
 

積

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

立

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

事業
担当課 市民課

款 項 目 担当係 管理係

2 3 1
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